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【概　要】

・毎年、全国の公共土木施設の災害復旧事業は、毎年2万件余（H19～28平均）、4,577億円余もの被害が

報告されています。また、過去10ヶ年では全国1,716自治体の内、約8割に当たる1,334もの自治体で

被害が発生し、災害復旧事業の申請・査定・採択され工事が実施されています。

・災害が発生し、国庫負担申請をするにあたり、申請者の視点で作成された「災害手帳」と査定官（検査

官）の視点で作成された「災害査定の手引き」の両方の視点を踏まえることが重要になります。

・本書は、平成30年災害手帳の改正点も反映することで、査定官（検査官）の査定業務だけではなく、

査定の前提となる、採択用件や査定設計書の作成及び応急工事を含めた災害復旧事例を網羅していま

す。査定する側だけではなく、申請者にも心強い味方になると確信しています。
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